
【調査期間】  2024 年 3 月 14 日～6 月 15 日

【調査・集計方法】日本医労連加盟組織を通じて送付し、2024 年 3 月 1日を基本に 2023 年 4 月から

2024 年 3月の 1年間の実績に基づいて記載したものを回収・集計

【回収施設数】 41都道府県 146 施設（43都道府県 174 施設）

【回収施設内訳】 加盟施設 106 施設（123 施設）、未加盟施設 40 施設（51 施設）

【主体別】   認可外保育所 137 施設・93.8％（160 施設・92.0％）

認可保育所 7 施設・4.8％（9 施設・5.2％）

                                      ※（ ）内数字は 2022 年度の結果

◆委託化すすむ院内保育所

院内保育所の設置主体として最も多いのは「病院」で 131 施設・89.7％（152 施設・87.4％）で約

9 割であるのに対し、運営主体別にみると「病院」は 65 施設・44.5％（61 施設・35.1％）で 4 割、

「企業」が 52 施設・35.6％（79 施設・45.4％）となった。2012年度には 63％だった病院運営は年々

企業へ委託され、それがさらに進む状況となっている。

夜勤・交替制労働者確保策として、病院の都合に合わせた長時間・休日・夜間・24 時間・病児病

後児など多様な保育がすすめられていく事も、委託化がすすむ要因ともいえる。

◆定員が埋まらない院内保育所

園児数については、定員平均が 32.9 人（32.1 人）で、実際の受け入れ園児数の平均が 19.1 人（20.5 人）

となっている。施設数単位でみた場合、無回答除く 134 施設のうち、定員を超えて受け入れている施設 15 施

設(17 施設)、定員通りの施設が 4施設(8 施設)、定員に満たない施設が 115 施設(132 施設)で、85.8％(84％)

の施設が定員不足となっている。委託化が進む中で、今後、廃止や撤退などの議論が進むことも危惧され

る。

◆医療従事者の働き方に左右される保育現場

午前 8 時前の開園時間は 85 施設・58.2％（104 施設・59.8％）と約 6 割の施設が実施、開園前の

延長保育も 49 施設・33.6％（64 施設・36.8％）であった。

閉園後の延長保育に至っては、166 施設・79.5％（144 施設・82.8％）と 8 割近くもある。

特に閉園時間後の延長保育は「お迎えがあるまで」が 64 施設・55.2％（72 施設・50.0％）と 5 割

を超えている。コロナ禍以前の調査では、「お迎えがあるまで」が 5 割を切っていたものの、2020 年

調査からは 5 割を超えており、医療従事者の働き方が過酷を極めていると推測できる。

コロナ渦の 2020 年から「9～10 時間未満」が一気に増えたが、コロナの収束とともに減少傾向と

なっている。また、保育時間の短い「8～9 時間未満」は、年々右肩上がりに増えてきているが、そ

の一方で「13 時間以上」も倍増している。

◆厚労省がすすめる業務の効率化について

「ICT 導入」については「有」34 施設・23.3％、「無」64 施設・43.8%で、導入している施設は全

体の 2 割程度である。ICT の導入後の課題や成果については、操作に慣れないスタッフと慣れている

スタッフで差が生じていることや写真や映像の共有などで、保護者に日々の様子を伝えやすく喜ば

れている一方で、そこに手を取られて人手が不足してしまうことや、常にカメラに取られているこ

とで、個人情報の流出が不安という意見もあった。

日本医労連 2023 年度院内保育所実態調査結果 概要



「ノンコンタクトタイム」については、保育士が勤務時間内に子どもたちから離れて業務を行う

時間とされているが、46.6%と約半数の施設が、子供から完全に離れて保育以外の業務を行うことは

できない状況となっている。

◆新型コロナ 5類移行後の状況について

精神的負担は、5類移行後もコロナ渦の状況の時と「変わらない」が 77施設・50.0%で、「減った」

が、58 施設・39.7%であった。一方で「増えた」は 7 施設・4.8%であった。

肉体的負担については、「変わらない」が 92 施設・63.0％で、「減った」が 40 施設・27.4％であっ

たが、「増えた」は 6 施設・4.1％となった。

特に負担に感じていることは、「業務の増加」や「人員不足」となっている。

5 類に移行後も対応は変わらないので、(マスク着用・消毒・クラスの住み分け・感染者が出た時の

対応など)医療従事者と同じく緊張感や責任感は変わらない状況である。

◆ケア労働者の賃上げからも取り残された院内保育所

2023 年院内保育所実態調査の保育士の初任給平均は平均 175,511 円（平均 172,416 円）で、最高

と最低の差は 110,000 円（120,000 円）となった。初任給の平均額が昨年と比較して 3,095 円引き上

がった。一方、2023 年厚労省賃金構造基本統計調査の保育士「20歳～24歳」の平均賃金は 224,900

円（223,600 円）となっている。正確な比較にはならないが、院内保育所の保育士との賃金差は、

49,000 円にも及ぶ。政府が打ち出した保育士等への処遇改善の影響により、認可保育所の賃金は確

実に引き上がっている一方、認可外の多い院内保育所は、わずかな引き上げにとどまっている。

厚生労働省は、保護者である医療従事者の就労を確保するため、看護職員等の子どもが院内保育

所を利用できるよう、柔軟な運用を図るよう管内医療機関に求めてきた。そのため、院内保育所は緊

急事態宣言やまん延防止等重点措置の時も休園せず奮闘してきた。まさに負担だけが押し付けられ

た状態となっており、医療従事者が安心して働き続けられるためにも、院内保育所で働く職員の処

遇を早急に改善することが求められている。

問い合わせ先

日本医療労働組合連合会／連絡先 03-3875-5871／E メール n-ask@irouren.or.jp

保育対策委員会 担当：佐々木・齋藤・保科・黒田



 

 

 

 



 

 

 



Ⅰ．調査概要 Ⅱ．調査結果

１．調査目的：本調査はコロナ禍の状況を含めた、
院内保育所の事態を把握し、院内保育所の改善・拡
充の運動に活用する。
２．調査期間：２０２４年３月１４日～６月１５日
３．調査対象：全国の医労連加盟組織内にある院内
保育所４８４施設を中心に実施。未加盟組織にもご協
力頂いた。
４．調査・集計方法：日本医労連加盟組織を通じて
送付し、２０２４年３月１日を基本に２０２３年４月から
２０２４年３月の１年間の実績に基づいて記載したもの
を保育対策委員の協力も得て回収・集計した。
５．調査事項：主な調査事項は、次のとおり。保育
対策委員会で検討した結果、今後の新たな取り組み
につなげるため、調査項目の追加や見直しを行っ
た。
基礎項目：設置主体・運営主体、賃金・労働条件、

健康診断、制度や就業規則、３６協定の締結、保育内
容、園児の状況、保育運営委員会・保育連絡会の有
無、待機児童問題、認可外との差、業務の効率化、
新型コロナ５類移行後の状況
６．集約結果：４１都道府県１４６施設（４３都道府県１７４
施設）から集約した。回答施設の内訳として、加盟
施設が１０６施設（１２３施設）、未加盟施設が４０施設
（５１施設）であった。

１．設置主体・運営主体
（１）主体別
院内保育所の設置主体として最も多いのは「病

院」で１３１施設・８９．７％（１５２施設・８７．４％）である
のに対し、運営主体別にみると「病院」は６５施設・
４４．５％（６１施設・３５．１％）、「企業」が５２施設・３５．６％
（７９施設・４５．４％）となった（図表１）。企業委託
と回答した５２施設の委託先は２０企業（２０企業）とな
り、（株）プライムツーワン１０施設（１７施設）、さく
らグループ（株）５施設（１０施設）、（株）アイグラ
ン６施設（１０施設）、（株）キッズコーポレーション
４施設（７施設）、（株）テノ・サポート６施設（６
施設）、アートチャイルドケア２施設、などであった。
また、認可外は１３７施設・９３．８％（１６０施設・９２．０％）、

認可は７施設・４．８％（９施設・５．２％）であった。
保育所の運営は、病院内保育所が９５施設・６５．１％
（１１３施設・６４．９％）、事業所内保育事業が２６施設・
１７．８％（３７施設・２１．３％）、企業主導型保育事業が
１１施設・７．５％（９施設・５．２％）であった。
（２）無償化
幼児教育・保育の無償化の実施状況としては、無
償化を実施している施設は６４施設・４３．８％（８１施
設・４６．６％）。実施していない施設は４６施設・３１．５％
（５４施設・３１．０％）であった。無回答も３６施設・
２４．７％（３９施設・２２．４％）あった。
２．賃金・労働条件
（１）雇用形態
保育士１，０６４人（１，２５５人）の雇用形態は正規職員

「２０２３年度院内保育所実態調査」結果がまとまりましたので報告します。医療の最前線でたたかう
医療従事者を支える院内保育所の役割の評価を高めるとともに、そこで働く保育士等の賃金・労働条
件の改善に活かしていきたいと思います。調査へのご協力に感謝申し上げます。

＊（ ）内数字は２０２２年度の結果

院内保育所実態調査結果について
２０２３年度

２０２４年１１月 日本医労連保育対策委員会
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（以下：正規）が６８０人・６３．９％（７８０人・６２．２％）、
非正規職員（以下：非正規）が３８４人・３６．１％（４７５
人・３７．８％）、保育補助者９１人（１２３人）においては
正規が１９人・２０．９％（２０人・１６．３％）で、非正規が
７２人・７９．１％（１０３人・８３．７％）、栄養士・調理師７５
人（８９人）で、正規が４２人・５６．０％（４１人・４６．１％）、
非正規が３３人・４４．０％（４８人・５３．９％）であり、正
規・非正規ともほぼ半数の状況となった。調理員４１
人（３９人）については、正規が１１人・２６．８％（８
人・２０．５％）、非正規が３０人・７３．２％（３１人・７９．５％）
であった。
（２）勤続年数
①保育士の勤続年数については、有効回答数１，０４１
人のうち正規６６４人（７５５人）・非正規３７７人（４６４
人）で、その勤続年数は、「１～５年」で正規が２５９
人・３９．０％（２９５人・３９．１％）・非 正 規 が１７３人・

４５．９％（２２３人・４８．１％）、「６～１０年」が 正 規１７３
人・２６．１％（１８４人・２４．４％）・非正規１２４人・３２．９％
（１４５人・３１．３％）、「１１～２０年」で正規１４９人・２２．４％
（１５０人・１９．９％）・非正規６４人・１７．０％（７０人・
１５．１％）、「２０年以上」では正規８３人・１２．５％（１２６
人・１６．７％）・非正規１６人・４．２％（２６人・５．６％）
だった（図表２）。勤続年数で正規・非正規を比較
すると非正規の方が勤続年数が短い傾向にあり、２０
年以上勤務する非正規は約４％だった。
②保育補助者については、有効回答数８５人のうち、
正規１７人・非正規６８人で、「１～５年」は正規９
人・５２．９％、非正規３８人・５５．９％、「６～１０年」で
は、正規４人・２３．５％、非正規１４人・２０．６％、「１１
～２０年未満」は正規２人・１１．８％、非正規１４人・
２０．６％、「２０年以上」は正規２人・１１．８％、非正規
２人・２．９％だった。

図表１ 運営主体の推移

図表２ 保育士「正規職員・非正規職員」における勤続年数

１８ 医療労働



栄養士・調理師については、有効回答数６８人のう
ち、正規４５人・非正規２３人で、「１～５年」は正規
２１人・４６．７％、非正規１０人・４３．５％、「６～１０年」
では、正規１１人・２４．４％、非正規７人・３０．４％、
「１１～２０年未満」は正規６人・１３．３％、非正規４
人・１７．４％、「２０年以上」は正規７人・１５．６％、非
正規２人・８．７％だった。
調理員については、有効回答数３０人のうち、正規
４人・非正規２６人 で、「１～５年」は 正 規２人・
５０．０％、非正規１５人・５７．７％、「６～１０年」では、
正規１人・２５．０％、非正規１０人・３８．５％、「１１～２０
年未満」は正規１人・２５．０％、非正規１人・３．８％、
「２０年以上」は正規・非正規共に０人だった。
③運営主体別に正規の保育士の勤続年数の分布を比
較すると、有効回答数５５１人のうち企業２４５人（３３３
人）、病院３０６人（２７１人）のうち「１～５年」の人
は、企業が１１０人・４４．９％（１４１人・４２．３％）なのに
対し、病院は１１１人・３６．３％（１０４人・３８．４％）だっ
た。しかし、「１１～２０年」では病院が２５．２％に対
し、企業が１７．１％、「２０年以上」では病院が１３．７％、
企業が１０．２％と逆転していることからと勤続年数が
長くなるにつれて病院で勤務する割合が企業より増

えてきており、直接雇用の方が長く働き続けられる
ことが伺える。非正規については、企業１２３人（１８２
人）、病院１７５人（１７８人）のうち勤続年数「１～５
年」の人は、企業６５人・５２．８％、病院７６人・４３．４％
と企業が半数を超えているが、「６～１０年」以降は
すべて、病院の方が割合が高くなっている（図表
３）。
（３）賃金について
①初任給について、正規の保育士は有効回答数９７施
設（１１８施設）・平均１７５，５１１円（１７２，４１６円）、最高
額２４０，０００円（２４０，０００円）、最低額１３０，０００円（１２０，０００
円）で、その差は１１０，０００（１２０，０００円）となった。
初任給の平均額が昨年と比較して３，０９５円引きあ
がった。
非正規の保育士の時間給は、有効回答数８３施設

（１０７施設）・平均１，０４７円（１，０２３円）、最高額１，３００
円（１，３５０円）、最低額９００円（８００円）で、その差は
４００円（５５０円）であった。
②正規の保育補助者は、有効回答数１３施設（１６施
設）・平均１５８，３０５円（平均１５７，６３９円）、最高額１９７，５００
円（１７６，１２０円）、最低額１００，０００円（１３５，５００円）で
あった。非正規については、有効回答数３７施設（４９

保育士 保育補助者 栄養士・調理師 調理員

正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規

初任給 時給 初任給 時給 初任給 時給 初任給 時給

平均 １７５，５１１ １，０４７ １５８，３０５ ９８４ １７３，１００ １，０１１ １６７，５４９ ９９１

最高 ２４０，０００ １，３００ １９７，５００ １，１００ ２２３，９６０ １，１５０ １９７，５００ １，１５０

最低 １３０，０００ ９００ １００，０００ ８６５ １００，０００ ９００ １４０，４００ ８９７

差額 １１０，０００ ４００ ９７，５００ ２３５ １２３，９６０ ２５０ ５７，１００ ２５３

回答数 ９７ ８３ １３ ３７ ２１ ２３ ８ ２０

図表３ 保育士「正規職員・非正規職員」における運営主体「病院・企業」別の勤続年数

図表４ ２０２４年初任給・最低時給調査 （円）
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施設）・平均９８４円（平均９６２円）、最高額１，１００円（１，２５０
円）、最低額８６５円（８００円）であった。
保育補助者含め栄養士や調理師など非正規の最低

額は地域最賃に張り付いた賃金設定になっているば
かりか、最低賃金を大きく下回る違法な施設もあっ
た（図表４）。
③運営主体別（病院・企業）の比較では、正規の保
育士で、病院の平均が有効回答数５３施設・１７１，５２９
円（４７施設・１６８，０７７円）に対し、企業平均は有効
回答数２９施設・１８１，５８６円（５０施設・１７５，９０２円）と
企業が１０，０５７円（７，８２５円）上回った（図表５）。
④時給について、非正規の保育士時給は、病院の平
均が４４施設・１，０３９円（４２施設・９９８円）に対し、企
業平均は、２４施設・１，０３７円（４５施設・１，０３７円）と
病院が２円上回った（図表６）。いずれも平均時給
が１，０００円を超えており、病院については４１円の引
き上げとなっている。これは２０２３年度の最低賃金の
全国加重平均が４３円引き上がったことが大きく影響
していると言える。
２０２２年と比較して２０２３年度の年間一時金の支給状
況は、「変わらない」と回答した施設が、６７施設・
４５．９％と最も多く、「増えた」が３４施設・２３．３％、
「減った」が１２施設・８．２％であった。
２３年度の賃上げ状況は、「ベースアップ有」が５３
施設・３６．３％と最も多く、「定昇のみ」が４６施設・
３１．５％、「ベースアップ無し」が２６施設・１７．８％と続
いた。
２０２３年度の手当の引き上げ状況は、「無」が８７施
設・５９．６％と最も多く、「有」が２３．３％であった。
３．健康診断について
①正規・非正規の健康診断については、「有」が正
規１３６施設・９３．２％、非正規１２１施設・８２．９％（正規
１６２施設・９３．１％、非正規１５５施設・８９．１％）であっ

た。職員のいのちと健康を守るためにも、すべての
施設で実施されるべきである。
４．制度や就業規則について
①就業規則の有無について、正規で「有」は１３３施
設・９１．１％（１５７施設・９０．２％）、「無」「不明」合わ
せて２施設１．４％（５施設・２．９％）だった。非正規
に つ い て は、「有」が１２３施 設８４．２％（１５４施 設・
８８．５％）、「無」「不明」合わせて５施設・３．５％（８施
設・４．６％）だった。
②退職金制度の有無について、正規で「有」は、１１３
施設・７７．４％（１２９施設・７４．１％）、「無」１７施設・
１１．６％（２２施設・１２．６％）だった。非正規では「有」
は、１４施設９．６％（１５施設・８．６％）、「無」９６施設・
６５．８％（１２９施設・７４．１％）だった。
５．処遇（労働条件）について
①休憩時間の取得状況については、正規では「規定
の時間取得」「８割程度」を合わせると１１８施設・
８０．８％、非正規では、１１３施設・７７．４％と、いずれ
も約８割台となり、年々改善が図られている。
②休憩の取り方として、正規で「児童とは別に取れ
る」は９５施設・６５．１％（１１０施設・６３．２％）、「児童
と一緒に取る」は３２施設・２１．９％（４６施設・２６．４％）
であった。非正規では、「児童とは別に取れる」は
９８施設・６７．１％（１１０施設・６３．２％）、「児童と一緒
に取る」は２６施設・１７．８％（４３施設・２４．７％）で
あった。
正規で８割以上休憩が取得できている１１８施設の
うち、「児童とは別に取れる」と回答した施設は、
９４施設・７９．７％、非正規では１１３施設のうち９５施
設・８４．１％であった。児童とは別に仕事から解放さ
れ８割以上休憩が取れている施設は、８割程度にと
どまっている。
③生理休暇については、「有」は正規で９１施設・

図表５ 正規職員における運営主体「病院・企
業」別の初任給

図表６ 正規職員における運営主体「病院・企
業」別の時給
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６２．３％（１０８施設・６２．１％）、非正規で６７施設・４５．９％
（７９施設・４５．４％）、「無」が正規で２４施設・１６．４％
（３３施設・１９．０％）、非正規で３７施設・２５．３％（５４
施設・３１．０％）であった。
④賃金表の有無について、正規・非正規で「有」
は、９０施設・６１．６％、７２施設・４９．３％（１１０施設・
６３．２％、９４施設・５４．０％）、「無」は、２５施設・１７．１％、
３４施設・２３．３％（２５施設・１４．４％、３９施設・２２．４％）
であった。
６．３６協定について
３６協定の締結「有」１１５施設・７８．８％（１４１施設・

８１．０％）、「無」３施設・２．１％（６施設・３．４％）で
あり、「不明」「無回答」合わせると２８施設・１９．２％
（２７施設・１５．５％）であった（図表７）。
７．保育内容
（１）保育時間について
①主たる開園時間は、「７時～７時５９分」が最も多
く８５施設・５８．２％（１０４施設・５９．８％）、次いで「８
時～８時５９分」５７施設・３９．０％（６７施設・３８．５％）
であった。主たる閉園時間は、「１８時～１８時５９分」
８６施設・５８．９％（１００施設・５７．５％）と最も多く、
次いで、「１６時３０分～１７時５９分」２８施設・１９．２％（３０
施設・１７．２％）、「１９時～１９時５９分」２３施設・１５．８％
（３２施設・１８．４％）、「２０時～」７施設・４．８％とな
り、再び第２位と第３位の順位が入れ替わった。
８時前に開園時間の施設は約６割にのぼり、閉園

時間が１８時以降の施設は１１６施設・７９．５％（１３８施
設・７９．３％）と約８割にのぼった。
②保育時間については、「１０～１１時間未満」が４５施
設・３０．８％（５３施設・３０．５％）と最も多く、次いで
「９～１０時間未満」３１施設・２１．２％（３９施設・２２．４％）、
「１１～１２時間未満」２６施設・１７．８％（３９施設・２２．４％）、

と同順位となった。「８～９時間未満」は１８施設・
１２．３％（１８施設・１０．３％）、「１２～１３時間未満」１０施
設・６．８％（１１施設・６．３％）であった。また、１３時
間以上が８施設５．５％（４施設・２．３％）となり、こ
こだけ倍増している（図表８）。
保育時間の推移をみると、コロナ禍の２０２０年から
「９～１０時間未満」が一気に増えたが、コロナの収
束とともに減少傾向となっている。また、保育時間
の短い「８～９時間未満」は、年々右肩上がりに増
えてきているが、その一方で「１３時間以上」も倍増
している（図表９）。
（２）延長保育について
①開園前保育については、「有」４９施設・３３．６％
（６４施設・３６．８％）、「無」が９２施設・６３．０％（１０３施
設・５９．２％）であった。開園前「有」の４９施設（６４
施設）のうち、「３０分前」が３０施設・６１．２％（３４施
設・５３．１％）と最も多く、「１時間前」１１施設・２２．４％
（１８施設・２８．１％）、「１時間３０分前」２施設・４．１％
（３施設・４．７％）、「２時間以上」１施設・２．０％
（１施設・１．６％）、「３時間以上」は１施設・２．０％
（０施設）で「無回答」が４施設・８．２％あった。
②閉園後保育・延長保育については、「有」が１１６施
設・７９．５％（１４４施設・８２．８％）、「無」が２５施設・１７．１％
（２４施設・１３．８％）と、「有」が約８割となった。閉
園後保育・延長保育「有」の施設で最も多い回答が
「お迎えがあるまで」の６４施設・５５．２％（７２施設・
５０．０％）、次いで「３０分前」１６施設・１３．８％（１９施
設・１３．２％）「１時間」１４施設・１２．１％（２５施設・
１７．４％）、「１時間半」９施設・７．８％、「２時間」６
施設・５．２％（１１施設・７．６％）と続いた。
（３）休日保育について
①土曜保育については、「全日」１１２施設・７６．７％

図表７ ３６協定の締結 図表８ 保育時間

調査結果

医療労働 ２１



（１４５施設・８３．３％）、「半日」８施設・５．５％（３施
設・１．７％）、「未実施」２２施設・１５．１％（２１施設・
１２．１％）で、８割以上が土曜保育を実施している。
「未実施」と回答している２２施設のうち２０施設は公
立・公的病院の施設である。
②日曜・祝日保育については、「半日」１施設・０．７％
（１施設・０．６％）、「全日」６９施設・４７．３％（９１施
設・５２．３％）、「未実施」７１施設・４８．６％（８１施設・
４６．６％）と、「全日」開園している施設が５割を切
り、未実施の割合も前年より増えている（図表
１０）。
（４）夜間保育について
「実施」は５４施設・３７．０％（６４施設・３６．８％）、「未
実施」は８４施設・５７．５％（９７施設・５５．７％）であっ
た（図表１１）。実施している５４施設（６４施設）のう
ち、「以前より実施」している施設は４７施設・８７．０％
（６０施設・９３．８％）あり、２０２３年度に実施を開始した

施設は各１施設のみであった。
（５）２４時間保育について
２４時間保育については、「実施」３５施設・２４．０％
（４１施設・２３．６％）であった（図表１２）。月の実施回
数は、最大３１回（３０回）で、月平均５．２回（６．１回）
であった。
（６）病児保育等について
病児保育の「実施」は２３施設・１５．８％で、そのう

ち１２施設・５２．２％が保育士の兼務有と回答してい
る。また病後児保育の実施は、２９施設・１９．９％でそ
のうち１７施設・５８．６％が兼務有と回答している。
（７）給食・おやつの実施
給食の実施は、「有（保育所内）」は６８施設・４６．６％
（８８施設・５０．６％）、「有（業者）」３３施設・２２．６％
（３９施設・２２．４％）、「有（病院内）」２８施設・１９．２％
（３２施設・１８．４％）だった。

図表９ 保育時間の推移

図表１０ 日曜・祝日保育 図表１１ 夜間保育
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（８）避難訓練の実施
自然災害が頻発している中で、登園時になんらか

の災害が起きた場合の避難訓練の実施状況につい
て、「有（マニュアル有）」１３３施設・９１．１％（１５０施
設・８６．２％）、「有（マニュアル無）」１０施設・６．８％
（１８施設・１０．３％）、「無」１施設・０．７％（２施設・
１．１％）という結果であった。年間の実施回数の平
均は１２．４回（１２．０回）で、月１回は実施している状
況であった。マニュアルの有無に関係なく避難訓練
「有」の１４３施設（１６８施設）で、年１２回以上実施し
ている施設は１２１施設・８４．６％（１４８施設・８８．１％）
であった。実施の最大は３３回（２４回）で最少は１回
（１回）であった。
８．園児数について（２０２４年３月１日時点）
①定員数については、「２０～２９人」が３４施設・２３．３％
（３９施設・２２．５％）と最も多く、次に「３０～３９人」
２６施設・１７．８％（３９施設・２２．５％）、「１０～１９人」が
２４施設・１６．４％（３２施設・１８．５％）であった。
その一方、実際の受け入れ園児数では、「１０～１９

人」の施設が４３施設・２９．５％、（５３施設・３０．６％）
と最も多く、次いで「１～９人」が３９施設・２６．７％
（４１施設・２３．７％）、「２０～２９人」が２５施設・１７．１％
（２８施設・１６．２％）となり、２０人未満の受け入れ施
設が５６．２％（５４．３％）と半数を超え、昨年よりも増
えた。
園児数については、定員平均が３２．９人（３２．１人）

で、実際の受け入れ園児数の平均が１９．１人（２０．５
人）となっており、定員に対しての充足率は、５７．９％
（６６．１％）と減少が続いている。
施設単位でみた場合、無回答除く１３４施設のう

ち、定員を超えて受け入れている施設は１５施設（１７
施設）、定員通りの施設が４施設（８施設）、定員に

満たない施設が１１５施設（１３２施設）で、８５．８％（８４％）
の施設が定員不足となっている。背景には、少子化
が進んでいることや、認可外が多い院内保育所よ
り、認可保育所への入所を希望する職員が多いと思
われる。このまま定員不足が続けば、今後、廃止や
撤退などの議論が進むことも危惧される。
②「職員の子」でみると昼間については、「１歳」
７０３人・３０．９％（８５８人・２９．１％）と最も多く、次い
で「２歳」５４３人・２３．８％（６９１人・２３．４％）、「０
歳」４５６人・２０．０％（６１０人・２０．７％）、「３歳」２７１
人・１１．９％（３４５人・１１．７％）の順で昨年と同様の
順位となったが、園児数は年々減少している。３歳
未満児が７４．７％と７割以上を占める状況が続いてお
り、こども家庭庁が２０２３（令和５）年９月に発表した
「保育所等関連状況取りまとめ」によると、３歳未
満児は、４４．６％となっており、院内保育所は他の保
育所と比べ、３歳未満児のニーズが高いことがわか
る。
夜間については、「１歳」３２人（２０人）、「０歳」

３１人（１４人）、「２歳」３０人（２２人）、「３歳」２４人
（１７人）となっており、夜間の預かり数は増えてい
る。昼間の預かり数は減少しているにもかかわら
ず、夜間の預かりは増えている背景には、保護者で
ある医療従事者の働き方が影響していると思われ
る。２２年度よりさらに低年齢化しており、人手不足
によって早めの職場復帰を求められ、夜勤に入らざ
るを得ない状況にあるのではないかと推測できる。
③「地域の子」でみると、昼間は、「０歳」２８人（４１
人）、「１歳」３９人（６７人）、「２歳」５０人（６６人）、
「３歳」１６人（３６人）、「４歳」１２人（３０人）、「５
歳」１３人（２４人）、「学童」は０人（０人）、「一時預」
１人（５人）となっており、地域の子の受け入れに
ついても減少している。
④配慮が必要な園児の有無について「有」６０施設・
４１．１％（６６施設・３７．９％）、「無」７３施設・５０．０％（８９
施設・５１．１％）であった。
⑤配慮が必要な園児への対応（複数回答）として
は、「職員間での話し合い」が７３施設・５０．０％（８１
施設・４６．６％）、「保護者との面談や対話」５８施設・
３９．７％（７０施設・４０．２％）、「自治体の専門機関と連
携」２１施設・１４．１％（２５施設・１４．４％）、「専門職員
による巡回と相談」１９施設・１３．０％（２５施設・
１４．４％）の順であった。子どもをめぐる状況など総
合的に判断して対応にあたっていることがうかがえ

図表１２ ２４時間保育
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る。
⑥職員が受講している研修（複数回答）について、
最も多かったのは「自治体主催」８７施設・５９．６％
（９２施設・５２．９％）、次いで「企業主催」４９施設・
３３．６％（４７施設・２７．０％）、「保育団体主催」が４５施
設・３０．８％（７０施設・４０．２％）、「病院主催」４０施
設・２７．４％（４９施設・２８．２％）「園主催」３８施設・
２６．０％（５５施設・３１．６％）だった。
９．保育運営委員会・保護者会・保育連絡会について
①保育運営委員会が「有」は８５施設・５８．２％（１０７
施設・６１．５％）で、そのうち、委員会の構成団体
（複数回答）として「労働組合」は２７施設・３１．８％
（２８施設・２６．２％）だった。最も多かったのは、
「保護者」７１施設・８３．５％（９０施設・８４．１％）、「保
育士」４８施設・５６．５％（６２施設・５７．９％）、「委託業
者」４３施 設・５０．６％（４４施 設・４１．１％）の３者 で
あった。昨年３者に入っていた「保育所責任者」は、
３２施設・３７．６％（５２施設・４８．６％）と減少した。委
員会の「開催状況」については不明・無回答を除い
た８５施設（１０６施設）のうち、「定期」開催の施設は
６８施設・８０．０％（８３施設・７８．３％）、「不定期」開催
は１２施設・１４．１％（１６施設・１５．１％）、「未開催」３
施設・３．５％（７施設・６．６％）であった。
②保護者会「有」の８５施設（１０１施設）のうち、「定
期」開催の施設は２８施設・３２．９％（４２施設・４１．６％）、
「不定期」開催は１７施設・２０．０％（２３施設・２２．８％）、
「未開催」３５施設・４１．２％（３６施設・３５．６％）であっ
た。
③保育連絡会は、「有」が１９施設・１３．０％（２７施設・
２６．２％）、「無」７４施設・５０．７％（７６施設・７３．８％）
であった。
１０．待機児童問題について
待機児童の影響について、「有」は２２施設・１５．１％
（２７施設・１５．５％）、「無」は１０２施設・６９．９％（１１９
施設・６８．４％）だった。
１１．認可保育園との差
認可保育園との差について感じたことがあるかの

問いに対し、「有」９７施設・６６．４％（１１５施設・６６．１％）、
「無」２６施設・１７．８％（３２施設・１８．４％）であった。
「有」と回答した９７施設（１１５施設）の中で、認可
保育園とどのような差を感じるか（複数回答）につい
て「処遇改善手当」６５施設・６７．０％（７６施設・６６．１％）、
「賃金」６４施設・６６．０％（７６施設・６６．１％）、「施設
環境」４２施設・４３．３％（５１施設・４４．３％）、「人員」

２９施設・２９．９％（４４施設・３８．３％）、「研修」２６施設・
２６．８％（３９施設・３３．９％）、「自治体との連携」２５施
設・２５．８％（３９施設・３３．９％）、「休暇制度」１４施設・
１４．４％（２１施設・１８．３％）の順であった。
１２．厚労省がすすめる業務の効率化について
（１）ＩＣＴの導入
ＩＣＴ（情報通信技術）導入状況については、

「有」３４施設・２３．３％、「無」６４施設・４３．８％、「分か
らない」３８施設・２６．６％、「その他」３施設・２．１％
となった。導入している施設は全体の２割程度だっ
た。ＩＣＴ導入後の課題や成果については、操作に
慣れないスタッフと慣れているスタッフで差が生じ
ていることや写真・映像の共有などで、保護者に
日々の様子を伝えやすく喜ばれている一方で、そこ
に手を取られて人手が不足してしまうことや、常に
カメラに撮られていることで、個人情報の流出が不
安という意見もあった。
（２）ノンコンタクトタイム
保育士が勤務時間内に子どもたちから離れて業務
を行う時間とされるノンコンタクトタイムの導入状
況は、「ない」が２２施設・１５．１％、「ほとんどない」が
４６施設・３１．５％、「週１～２日程度」２５施設・１７．１％、
「週３～５日」１０施設・６．８％、「ほぼ毎日」０施設
だった。「ない」と「ほとんどない」を合わせると
４６．６％と約半数の施設が、子どもから完全に離れて
保育以外の業務を行うことはできない状況となって
いる。
１３．新型コロナ５類移行後の状況について
（１）勤務の精神的負担感
５類移行後、勤務の精神的負担感は「変わらな
い」が７３施設・５０．０％で、「減った」が、５８施設・
３９．７％だった。「増えた」は、７施設・４．８％あり、「そ
の他」は、１施設・０．７％あった。
（２）勤務の肉体的負担感
勤務の肉体的負担感は「変わらない」が９２施設・

６３．０％で、「減った」が、４０施設・２７．４％あった。
「増えた」は６施設・４．１％あった。
（３）特に負担に感じていること（３つまでの複数
回答）
特に負担に感じている項目は、「特になし」が５０
施設・３４．２％と最も多く、「業務の増加」３３施設・
２２．６％、「人員不足」２３施設・１５．８％と続いた。
１４．新型コロナ５類移行後で困っていること
自由記載では、５類に移行しても、院内保育所の
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Ⅳ．結果の特徴と今後の課題

性質上、対応が変わらない旨の記述や登園時の基準
（熱はなくてもひどい咳・鼻水などの症状があるが
検査依頼できない）についての記述があった。
（以下、自由記載より抜粋）
・以前よりもコロナや感染症への怖さが無くなり、
体調が悪い園児でも休ませることなく登園させるた
め、子どもたち一人ひとりの体調管理に追われる毎
日である。医療従事者が仕事を休めないのも十分理
解し、感染症を広めまいと消毒作業を続け保育に努
めている所も評価してもらいたい。ベースアップも
毎年あればモチベーションがあがるし、保育の質も
高められる
・コロナワクチン接種が実費になること
・認可園が発熱後２４時間経過しないと受け入れない
という所が多く病児後保育の利用希望が多い。保育
室、保育士の確保が難しく断るケースが出ている。
季節問わずさまざまな感染症に罹る子どもが増えた
（病児利用増加）
・家族での感染者の報告がないまま登園、または風
邪症状でも登園してきたため、園内保育士が８人感
染した
・５類に移行後も対応は変わらないので（マスク着
用・消毒・クラスのすみ分け・感染者が出た時の対
応など）緊張感や責任感が変わらない
・熱が出てもコロナの検査をしてもらえず対応に困
る。職員が１２人中５人一度に感染（園児から）した
が閉園の措置をとってもらえず大変な思いをした
・病院は今もクラスターが起きることもあり、保護
者から報告を受けることもあるが、病院からは情報
がない、保育園での感染が心配される
・衛生管理はコロナ流行時と同様に行わなくてはな
らないが、５類移行により給付金が下げられ、衛生
資材に使用する金額が増えたこと
・熱の症状以外での登園時の基準がはっきりしてい
ない（熱は下がってもひどい咳・鼻水などの症状が
あるが、検査依頼できない）

１．はじめに
新型コロナウイルス（以下「新型コロナ」）も５

年目を迎えた。今回の調査は、２０２４年３月１日を基
本に、２０２３年４月から２０２４年３月の１年間の実績を

もとに、基礎項目に厚労省がすすめる業務の効率化
についての設問を新たに加えた上で、新型コロナ５
類移行後の調査も行った。
今回は、都道府県１４６施設から回答をいただい

た。調査にご協力いただいたすべての施設に心から
感謝を述べたい。また、この間、未加盟施設からの
回答も増えてきている。この調査結果をしっかりと
活かし院内保育所ではたらくすべての職員の処遇改
善を実現すると同時に、組織拡大にもつなげていき
たい。
２．院内保育所の保育の特徴
院内保育所の大きな特徴のひとつは、０歳児から
学童までの園児の年齢の幅の広さと、３歳児未満が
７割を超えるという低年齢児の多さである。子ども
家庭庁「保育所等関連状況取りまとめ（令和５年４
月１日）」では、３歳児未満が４４．６％となっており、
院内保育所の低年齢化が顕著に表れている。特に、
０歳児については、子ども家庭庁の調査結果では
１７％であるのに対し、院内保育所は２年連続で２割
台となっている。
また、夜間預かりが増えたばかりか、さらに低年
齢化がすすんでいる。いずれの結果からも、現場の
人員不足によって１年未満で職場復帰を求められる
ばかりか、深夜業の免除もできない現状にあること
が伺える。制度はあっても、それを十分に活用でき
る状況になっていないことが、この調査から見えて
くる。
利用定員の状況について、子ども家庭庁調査によ
る充足率は８９．１％（８９．７％）、院内保育所実態調査
による充足率５７．９％（６６．１％）と、いずれも年々減
少傾向にあるが、院内保育所では５割台にまで落ち
込み、定員に満たない施設が全体の８割を超えてい
る。院内保育所の役割として、２４時間いのちと向き
合う職員が、仕事も子育ても両立しながら、安心し
て働き続けられるためにある。コロナ禍では、厚生
労働省が「病院内保育所における看護職員等の子ど
もの受入等について」を発出した。これは、新型コ
ロナから国民のいのちを守るため、保護者である医
療従事者の就労を確保するために、院内保育所に柔
軟な運用を図るよう求めたものであるが、同時に医
療提供体制の維持にとって、院内保育所が必要不可
欠なものであることの表れでもある。今後起こりう
る新興感染症や大規模災害への備えも含めて、国の
責任において、院内保育所の拡充が図られるべきで
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ある。
３．長時間労働の改善と労基法違反の一掃を
保育時間について、依然として通常の保育時間

は、「１０～１１時間未満」が最も多いが、この間の推
移をみると、「８～９時間未満」という短い保育時
間を設定しているところが徐々に増えてきている。
また、開園前保育の延長保育について、「有」４９施
設・３３．６％（６４施設・３６．８％）、「無」が９２施設・６３．０％
（１０３施設・５９．２％）、閉園後保育・延長保育につい
ては、「有」が１１６施設・７９．５％（１４４施設・８２．８％）、
「無」が２５施設・１７．１％（２４施設・１３．８％）と、今
回、延長保育「有」が減少し、「無」の施設が増え
るという結果となったばかりか、延長保育の時間も
短縮傾向にあることが伺えた。
いずれの結果からも、保育士の働き方が見直され

つつあるとも推測できるが、一方で閉園後の延長保
育「有」の施設で「お迎えがあるまで」と回答した
施設は６４施設・５５．２％（７２施設・５０．０％）となって
おり、２０２０年調査から５割を超える状況が続いてい
る。院内保育所は、医療・介護従事者の子どもを主
に預かっており、その利用者の働き方に保育時間は
大きく左右されている。医療従事者の働き方が過酷
を極めていると同時に、医療現場の状況が、子ども
の在園時間を延ばし、保育士の労働時間を延長する
ことにつながっている。
１０時間を超える保育時間が常態化する中で、休憩
時間の取得については、「既定の時間取得」「８割程
度取得」を合わせて、正規で８０．８％、非正規で７７．４％
となっている。８割以上の休憩が取得できている施
設のうち、「児童と別に取れる」施設は、正規で
７９．７％、非正規で８４．１％であり、約２割は仕事から
完全に開放された休憩とはなっていない。労働基準
法における休憩時間とは、労働者が労働から解放さ
れ、自由に使用することができる時間であり、「児
童と一緒に取る」という休憩は、実際には労働から
離れることが保障されていない状態で、労働時間と
して扱われるべきものである。
こうした労基法違反の背景には、人員不足があ

る。医師・看護師・介護職員等の大幅増員と夜勤改
善の取り組みと合わせ、労基法違反を一掃し、院内
保育所で働くすべての職員の処遇改善を一体のもの
としてとらえ、国に対し抜本的な施策を求めていく
必要がある。

４．良質な保育を守るために
今回の調査では、院内保育所の設置主体として
「病院」が８９．７％（８７．４％）と約９割を占めたが、
運営主体別では「病院」は４４．５％（３５．１％）に対し
「企業」が３５．６％（４５．４％）となった。昨年と比較
して、企業による運営主体が約１割減少し、病院運
営が増える状況となっている。直営が増加している
傾向は喜ばしいことではあるが、昨年に比べ回答数
も少ない状況であり、今後の動向を注視していく必
要がある。
いずれにせよ保育の質を確保し向上させていくた
めには、専門職としての教育・研修の保障はもちろ
ん、保育士等の賃金・労働条件の改善が急務であ
り、直営は大原則である。運営主体別の勤続年数を
とってみても、勤続年数が長くなるにつれて、病院
で勤務する直接雇用者の割合が企業より増えてい
る。働き続けるためにも直営によって、雇用の安定
が図られることが重要である。
また、夜勤・交替制労働者確保策として、病院の
都合に合わせた長時間・休日・夜間・２４時間・病
児・病後児など多様な保育がすすめられていくのも
委託化がすすむ要因ともいえる。
病院等は運営に伴う業務負担の軽減や、コスト削
減等などにより業務委託をすすめるが、その結果、
保育士の賃金や処遇は直営より低下し、雇用不安も
増大する。直営を原則としながら、雇用の継続と働
くルールの確立、賃金・労働条件の改善を求める運
動を強めていく必要がある。
また、認可保育園との格差を埋めることも喫緊の
課題である。認可保育園との差について感じている
施設は６６．４％（６６．１％）にものぼり、特に賃金面で
の格差を訴えている施設が約７割にのぼっている。
コロナ禍で政府が打ち出した処遇改善手当について
も、「認可外」ということで対象とはならず、認可
保育園との賃金格差は広がるばかりである。
５．ＩＣＴ導入による負担軽減策より配置基準の引
き上げを
今回の調査では、厚生労働省がすすめるＩＣＴの
導入やノンコンタクトタイムについて、院内保育所
の現場での導入状況と、実際に保育者の業務負担の
軽減になっているのかなど、設問項目を追加して調
査を行った。
ＩＣＴ導入については、「有」が２割強、「無」が
４割強、「分からない」も２割強となった。一般社

２６ 医療労働



団法人保育ＩＣＴ推進協会が２０２２年６月～２０２３年３
月に実施した、全国の公立保育園のＩＣＴ化につい
ての調査結果では、導入率は平均３６％であった。そ
の結果と比較しても、院内保育所の導入状況は低い
といえる。認可外保育施設も補助金の対象ではある
が、導入率が２割にとどまっている背景には、初期
投資の課題や、慣れるまでの時間、不慣れな職員へ
の対応など、日々の保育業務を行いながら導入する
にはハードルが高いのではないかと推測できる。
ノンコンタクトタイムの導入については、子ども

から離れて保育以外の業務を行う時間が「ない」と
「ほとんどない」を合わせると約５割の状況となっ
ていた。また、ＩＣＴ導入の「有」「無」でノンコ
タクトタイムの違いを比較しても、「ない」「ほとん
どない」を合わせて、いずれも５割程度の状況と
なっている（図表１３）。ＩＣＴ導入によって業務の
効率化が図られている部分はあるものの、子どもか
ら完全に離れて業務を行うことができなければ、閉
園後に事務作業をせざるを得ず、時間外になること
も推測できる。ＩＣＴを使うのも人であり、導入と
並行して保育士の配置基準を引き上げていくことこ
そが、ノンコンタクトタイムの確保には有効である
といえる。
６．専門職としての処遇改善が急務
政府が打ち出した看護師、介護士、保育士など、

公定価格で規定されるケア労働者への賃金引き上げ
については、示された額や範囲が低額かつ限定的で
あり、賃金改善を実感できる水準ではなかった。ま
してや保育士については、保育士等への処遇改善補
助事業により、保育士等の収入を３％、月額９，０００
円程度引き上げる措置として実施されたものの、医
師や看護師などの医療従事者を支える病院内保育所
の多くは認可外保育所であり、この処遇改善補助事
業の対象外となっている。唯一対象となったのは、
「看護職員等処遇改善事業」における、コメディカ
ルとしての保育士に対する賃上げである。今回の調
査で、２０２３年度の賃上げ状況を尋ねたところ「ベー
スアップ有」が３６．３％となり、「定昇のみ」「ベース
アップ無」より高い率となった。また、手当の引き
上げ「有」は２３．３％であった。こうした状況を反映
して、正規の保育士の初任給の平均が昨年と比較し

て、３，０９５円引き上がった。これは、この間、院内
保育所の役割の重要性を国に訴え、改善を求めてき
た結果であるといえる。
しかし、正確な比較にはならないが、２０２３年厚労
省賃金構造基本統計調査の保育士「２０歳～２４歳」の
平均賃金は２２４，９００円（２２３，６００円）と本調査の保育
士初任給平均１７５，５１１円と比較して、４９，３８９円
（５１，１８４円）と約５万円の格差がある。
政府が打ち出した保育士等への処遇改善の影響に
より、認可保育所の賃金は確実に引き上がっている
一方、認可外の多い院内保育所は、わずかな引き上
げにとどまっている。
院内保育所は、新型コロナウイルス感染症対応従
事者慰労金交付事業や処遇改善事業から対象外とな
るなど、院内保育士の処遇は差別され、ケア労働者
の賃上げからも、いまだ取り残されている。
医療介護従事者の就労を確保し、医療・介護従事
者が安心して働き続けられるためには、院内保育所
は必要不可欠な施設であることはコロナ禍で証明さ
れている。この国の医療提供体制を下支えし、奮闘
している院内保育所の職員もまた医療従事者の一員
であり、いのちと向き合う保育士として、その役割
にふさわしい処遇改善は当然の要求である。
この間の私たちの運動で、不十分ではあるもの
の、政府にケア労働者の賃上げの必要性を認めさ
せ、改善させてきたことは大きな成果である。その
成果に確信を持ち、院内保育所の機能の充実とあわ
せ、配置基準の引き上げと、社会的役割にふさわし
い保育所職員の処遇改善を求め、大いに声を上げて
いこう。

ノンコンタクトタイム ＩＣＴ導入有の施設 ＩＣＴ導入無の施設

ない ８ ２３．５％ ７ １０．９％

ほとんどない ８ ２３．５％ ２６ ４０．６％

週１～２日程度 ６ １７．６％ １１ １７．２％

週３～５日程度 ３ ８．８％ ７ １０．９％

ほぼ毎日 ０ ０．０％ ０ ０．０％

ＮＡ ９ ２６．５％ １３ ２０．３％

合 計 ３４ ６４

図表１３ ノンコンタクトタイムの導入について

調査結果
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